
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －1 －2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

5,844,000 7,197,000 7,197,000 20,238,000 6,877,000 6,877,000 20,631,000 8,062,000 8,062,000 8,062,000 8,062,000 32,248,000 73,117,000

5,844,000 7,426,000 7,443,775 20,713,775 7,660,000 8,062,000 22,599,000 8,155,000 7,982,000 7,953,000 6,015,000 30,105,000 73,417,775

5,844,054 7,332,527 7,443,482 20,620,063 7,758,862 7,960,237 22,608,099 8,155,236 7,982,950 6,632,921 6,015,000 28,786,107 72,014,269

2,922,000 3,598,000 3,598,000 10,118,000 3,438,000 3,438,000 10,314,000 4,031,000 4,031,000 4,031,000 4,031,000 16,124,000 36,556,000

2,922,000 3,713,000 3,721,887 10,356,887 3,830,000 4,031,000 11,299,000 4,077,000 3,991,000 3,976,000 3,007,000 15,051,000 36,706,887

2,922,027 3,666,263 3,721,741 10,310,031 3,879,431 3,980,118 11,303,549 4,077,618 3,991,475 3,316,460 3,007,000 14,392,553 36,006,133

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,922,000 3,598,000 3,598,000 10,118,000 3,656,000 3,656,000 10,968,000 4,286,000 4,286,000 4,286,000 4,286,000 17,144,000 38,230,000

2,922,000 3,713,000 3,957,450 10,592,450 4,321,000 4,286,000 12,263,000 4,600,000 4,769,000 4,751,000 3,596,000 17,716,000 40,571,450

2,922,027 3,898,305 3,957,294 10,777,626 4,124,964 4,490,390 12,277,354 4,600,389 4,769,035 3,962,524 3,595,439 16,927,387 39,982,367

2,923,000 3,600,000 3,600,000 10,123,000 3,440,000 3,440,000 10,320,000 4,032,000 4,032,000 4,032,000 4,032,000 16,128,000 36,571,000

2,923,000 3,713,000 3,721,888 10,357,888 3,832,000 4,032,000 11,304,000 4,079,000 3,993,000 3,978,000 3,007,000 15,057,000 36,718,888

2,922,028 3,666,265 3,721,743 10,310,036 3,879,432 3,980,120 11,306,542 4,077,620 3,991,477 3,316,463 3,007,000 14,392,560 36,009,138

14,611,000 17,993,000 17,993,000 50,597,000 17,411,000 17,411,000 52,233,000 20,411,000 20,411,000 20,411,000 20,411,000 81,644,000 184,474,000

14,611,000 18,565,000 18,845,000 52,021,000 19,643,000 20,411,000 57,465,000 20,911,000 20,735,000 20,658,000 15,625,000 77,929,000 187,415,000

14,610,136 18,563,360 18,844,260 52,017,756 19,642,689 20,410,865 57,495,544 20,910,863 20,734,937 17,228,368 15,624,439 74,498,607 184,011,907

委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料 委託料

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

国庫補助事業に
より人件費の一
部を負担したこ
とにより減額

国庫補助事業に
よる人件費負担
の消滅、24時間
相談事業開始に
よる増額

サテライト事業
開始による増額

人件費増による
増額

同額 同額

委託料を精査し
たことによる減
額

同額 受託事業所の人
事異動等による
減額

同額

委託料を精査し
たことによる減
額

委託料を精査し
たことによる減
額

一 般 財 源

3,446,990

事 業 費 合 計 計　画　額 17,411,000

実　績　額

人件費（嘱託職
員から正職員登
用による増額）

他の委託業務を
含めて業務全体
を精査したこと
による減額

管理費の増によ
る増額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 17,441,990

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成18年度介護保険法改正に伴い、平成７年度より実施していた在宅介護支援センター運営事業から本事業へ移行し、介護保険特別会計 地域支援事業（包括的支援事業）として実施している。
専門職人員は、平成18年４月から３名、同年12月から４名、平成22年10月から国庫補助事業（認知症対策等総合支援事業）に取り組み５名、平成25年４月から二次予防事業対象者把握事業を新たに業務委託し６名と推移している。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

北海道における保健福祉の向上を目的とする一般社団法人に業務委託することで、保健師、主任介護支援専門員、社会
福祉士といった専門職種を配置し、多職種が専門知識や技術を活かしながら、さまざまな相談に対応するとともに、各
種サービスや住民活動を結びつけ、地域ネットワークの構築等を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域包括支援センター運営事業 平成　18　年度　～　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

市内高齢者及び介護者。
地域において高齢者等の抱える様々な生活課題を柔軟な手法を用いて解決することにより、住み慣れた地域での尊厳あ
るその人らしい生活が継続される。

委託料

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

第１次実施３カ年計画

住民の心身の健康保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包
括的に支援する。

予算計上額

3,444,000

3,656,000

3,662,000

3,440,000

6,877,000

6,889,000

予算計上額

6,877,000

実施３カ年
合　　　計

3,438,000

実　績　額

計　画　額

3,438,000

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

実　績　額

予算計上額 3,656,000

地 方 債

実　績　額

計　画　額

3,440,000

17,411,000



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 14,611 17,993 17,993 17,993 17,993 17,993 17,993 17,993 17,993

実績値 14,611 18,564 18,845 19,643 20,411 20,911 20,735 17,229 15,625

計画値 1,050 1,100 1,150 1,250 1,300 1,350 1,400 1,450 1,500

実績値 1,324 1,504 1,410 1,284 1,804 1,817 1,658 1,353 1,393

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 少し上がっている 上がっている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
事業費は計画値
と同数である
が、相談件数は
計画値を上回っ
ており、高齢者
の支援が図られ
ている。市と地
域包括支援セン
ターが連携しな
がら同センター
の周知に努めて
おり、高齢者数
の増加と相まっ
て、相談件数は
計画値を上回っ
ていると考え
る。

自己分析：
事業費は24時間
相談事業の開始
により計画値を
上回っている。
市と地域包括支
援センターが連
携して同セン
ターのＰＲに努
めており、高齢
者数の増加と相
まって、相談件
数も計画値を上
回っており、高
齢者の支援が図
られている。

自己分析：
事業費及び相談
件数ともに計画
値を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲに
努めており、高
齢者の支援が図
られている。地
域高齢者見守り
事業及び介護保
険制度改正に伴
い、業務内容及
び業務量等の増
加により人員配
置について検討
が必要である。

判断理由：
相談件数は年々
増加しており、
高齢者の支援が
図られているこ
とから、良好と
判断した。

自己分析：
事業費と相談件
数ともに計画値
を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲ含
め着実に高齢者
の支援が図られ
ている。地域高
齢者見守り事業
及び介護保険制
度に注視しなが
ら、業務内容及
び業務量、人員
配置等について
今後も精査し充
実を図る。

自己分析：
事業費と相談件
数ともに計画値
を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲ含
め着実に高齢者
の支援が図られ
ている。地域高
齢者見守り事業
及び介護保険制
度に注視しなが
ら、業務内容及
び業務量、人員
配置等について
今後も精査し充
実を図る。

判断理由：
相談件数も例年
計画値を超え、
着実に高齢者の
支援が図られて
いることから、
良好と判断し
た。

自己分析：
事業費と相談件
数ともに計画値
を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲ含
め着実に高齢者
の支援が図られ
ている。地域高
齢者見守り事業
及び介護保険制
度に注視しなが
ら、業務内容及
び業務量、人員
配置等について
今後も精査し充
実を図る。

自己分析：
事業費と相談件
数ともに計画値
を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲ含
め着実に高齢者
の支援が図られ
ている。地域高
齢者見守り事業
及び介護保険制
度に注視しなが
ら、業務内容及
び業務量、人員
配置等について
今後も精査し充
実を図る。

自己分析：
事業費、相談件
数ともに計画値
より若干下回っ
ているものの、
一定程度の相談
を受けており市
と地域包括支援
センターが連携
して同センター
のＰＲ含め着実
に高齢者の支援
が図られてい
る。地域高齢者
見守り事業及び
介護保険制度に
注視しながら、
業務内容及び業
務量、人員配置
等について今後
も精査し充実を
図る。

自己分析：
事業費、相談件
数ともに計画値
より若干下回っ
ているものの、
目標値に近い相
談を受けており
市と地域包括支
援センターが連
携して同セン
ターのＰＲ含め
着実に高齢者の
支援が図られて
いる。令和３年
５月から市役所
新庁舎に包括支
援センターが
入ったことに伴
い、より一層の
連携を図り、高
齢者見守りを中
心とした事業展
開を図る。

判断理由：
相談件数も例年
計画値を超え、
着実に高齢者の
支援が図られて
いることから、
良好と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
相談件数は年々増加しており地域包括支援センターが認知されてき
ている裏付けと考えられる。また、毎年度新規の相談者があること
から同センターのＰＲを続けながら、現状のまま継続する。
なお、平成26年以降については、高齢者の見守り等及び８月閣議決
定予定の社会保障と税の一体改革の介護保険に係る部分の内容によ
り、委託業務及び人員の増加について検討が必要となる。

H28：
相談件数も多少の増減があるものの計画値以上で推移しており、地
域包括支援センターが認知及び支援が定着していると考えられる。
また、毎年度新規の相談者があることから同センターのＰＲを続け
ながら、現状のまま継続する。
なお、高齢者の見守り等、介護事業の充実を図るため委託業務及び
人員の増加（嘱託職員を正職員）について検討し、平成28年度より
適用している。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
相談件数も多少の増減があるものの計画値以上で推移しており、地域包括支援センターが認知及び支援
が定着していると考えられる。また、毎年度新規の相談者があることから同センターのＰＲを続けなが
ら、現状のまま継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
事業費と相談件
数ともに計画値
を上回ってい
る。市と地域包
括支援センター
が連携して同セ
ンターのＰＲに
努めており、高
齢者の支援が図
られている。地
域高齢者見守り
事業及び介護保
険制度に注視し
ながら、業務内
容及び業務量、
人員配置等につ
いて今後も精査
し充実を図る。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

17,993

19,643

成果指標１
（単位/件　）

1,200

1,346

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談件数 指標の求め方：相談件数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000 40,000

0 10,000 42,120 52,120 10,000 10,000 0 0 20,000 72,120

0 0 31,590 31,590 14,611 0 0 0 14,611 46,201

0 0 5,000 5,000 5,000 5,000 20,000 20,000

0 5,000 21,060 26,060 5,000 5,000 0 0 10,000 36,060

0 0 15,795 15,795 7,305 0 0 0 7,305 23,100

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 10,000 20,000 5,000 5,000 5,000 5,000 20,000 40,000

0 6,000 23,760 39,760 5,000 6,000 0 0 11,000 50,760

0 0 17,820 17,820 8,242 0 0 0 8,242 26,062

0 17,000 240,000 274,000 7,000 7,000 7,000 7,000 28,000 302,000

0 7,000 21,060 45,060 7,000 6,000 28,000 28,000 69,000 114,060

0 0 15,795 15,795 7,308 39,370 38,504 30,330 115,512 131,307

0 0 0 0 27,000 240,000 294,000 27,000 27,000 27,000 27,000 108,000 402,000

0 0 0 0 28,000 108,000 163,000 27,000 27,000 28,000 28,000 110,000 273,000

0 0 0 0 0 81,000 81,000 37,466 39,370 38,504 30,330 145,670 226,670

消耗品費、印刷 消耗品費、印刷 消耗品費、印刷 消耗品費、印刷 消耗品費、印刷 消耗品費、印刷
製本費、通信運 製本費、通信運 製本費、通信運 製本費、通信運 製本費、通信運 製本費、通信運
搬費 搬費 搬費 搬費 搬費 搬費

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者支えあいネットワーク事業 平成　25　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

地域で高齢者を見守るため、市と市内で活動している事業者が協定を締結し、事業者が日常の業務の中で高齢者の異変
に気が付いた場合、市や地域包括支援センターに連絡してもらう。

事業の円滑な推進を図るため、協力事業者の拡充に努めるとともに普及啓発活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内で事業活動を行う事業者
協力事業者が日常の業務の中で高齢者の異変に気付いた場合、市や包括支援センターに連絡してもらうことで、早期に
問題を発見し、高齢者への効果的な支援につなげることができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成25年度より、高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすことができるよう支援することを目的に事業を開始した。
市内で活動している事業者と協定を締結し、事業者が日常の業務の中で高齢者の異変に気が付いた場合、市や地域包括支援センターに連絡をしてもらう。
財源を一般会計から介護保険特別会計　地域支援事業（任意事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 0

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 0

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 10,000

予算計上額 10,000

実　績　額 0

一 般 財 源 計　画　額 17,000

予算計上額 17,000

実　績　額 0

事 業 費 合 計 計　画　額 27,000

予算計上額 27,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

消耗品費、印刷
製本費、通信運
搬費

ステッカーの作
成による増

ステッカーの作
成が無いことに
よる減

同額 端数調整方法の
見直しによる増前年度予算と

の比較
（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

予定していた事業未
実施による減（会報
の発行）、3月補正
（情報提供、地域高
齢者見守り事業と併
せて）△242千円

予定していた事
業未実施による
減（会報の発
行）

単価の見直しに
よる増

事務経費増によ
る増額

事務経費増による
増額
地域支援事業交付
金の補助対象事業
として予算計上し
ていたが、今般、
国・道より補助対
象外事業であると
指摘された。

事務経費増によ
る増額

事務経費増によ
る増額

同額

予定していた事
業未実施による
減（会報の発
行）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 150 150 160 160 160 160

実績値 141 139 140 140 137 134

計画値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0 2 0 0

ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 変わらない

変わらない 変わらない

総合評価 普通である 普通である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者がなかった
ことから、高齢
者への効果的な
支援につなげる
ため、新規事業
者の拡大を図る
必要がある。

自己分析：
当該年度は新た
な登録数以上の
事業所閉鎖によ
り登録者数は全
体として減少し
たが、今後も高
齢者への効果的
な支援につなげ
るため、新規事
業者の拡大を図
る必要がある。

判断理由：
登録事業者数
は、計画値にお
おむね達してい
るが、新規事業
者が当初から増
えておらず、今
後高齢者への効
果的な支援につ
なげるため、新
規事業者の拡大
を図る必要があ
ることから、普
通であると判断
した。

自己分析：
当該年度は事業
所閉鎖数以上に
新たな登録があ
り登録者数が全
体として増加し
たが、今後も高
齢者への効果的
な支援につなげ
るため、新規事
業者の拡大を図
る必要がある。

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者がなかった
ことから、高齢
者への効果的な
支援につなげる
ため、新規事業
者の拡大を図る
必要がある。

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者はなく、一
方で事業所の閉
鎖により登録者
数は全体として
減少したが、今
後も高齢者への
効果的な支援に
つなげるため、
新規事業者の拡
大を図る必要が
ある。

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者1件あった
ものの、一方で
事業所の閉鎖等
により登録者数
は全体として減
少した。今後も
高齢者への効果
的な支援につな
げるため、新規
事業者の拡大を
図る必要があ
る。

判断理由：
新規事業者の登
録はあるもの
の、閉鎖する事
業者もあり、登
録事業者数当初
から増えておら
ず新規事業者の
拡大を図る必要
があるが、高齢
者への効果的な
支援につながっ
ているため、普
通であると判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：登録事業者数 指標の求め方：協力事業者として登録した事業者数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：協力事業者からの連絡件数 指標の求め方：協力事業者からの連絡件数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/事業
者）

150

141

成果指標１
（単位/件　）

0

3

H30：
新規事業者を増やしていくための方法を今後検討する必要はあるが、一定程度の登録事業者数を確保し
高齢者への効果的な支援につながっていることから、現状のまま継続とした。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
当該年度におけ
る新たな登録事
業者がなかった
ことから、高齢
者への効果的な
支援につなげる
ため、新規事業
者の拡大を図る
必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
新規事業者を増やしていくための方法を今後検討する必要はある
が、一定程度の登録事業者数を確保し高齢者への効果的な支援につ
ながっていることから、現状のまま継続とした。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) (31年度) (32年度)

0 0 168,000 168,000 168,000 168,000 672,000 672,000

0 104,000 168,480 272,480 168,000 195,000 0 0 363,000 635,480

0 1,794,074 166,407 2,076,737 162,849 0 0 0 162,849 2,239,586

0 0 84,000 84,000 84,000 84,000 336,000 336,000

0 52,000 84,240 136,240 84,000 97,000 0 0 181,000 317,240

0 49,812 83,203 191,143 81,424 0 0 0 81,424 272,567

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 160,000 320,000 95,000 95,000 95,000 95,000 380,000 700,000

0 58,000 95,040 313,040 95,000 116,000 0 0 211,000 524,040

0 56,201 93,870 211,877 91,864 0 0 0 91,864 303,741

0 169,000 329,000 667,000 85,000 85,000 85,000 85,000 340,000 1,007,000

0 54,000 84,240 307,240 85,000 100,000 594,000 472,000 1,251,000 1,558,240

0 49,812 83,206 191,147 81,427 454,284 573,529 457,931 1,567,171 1,758,318

0 0 0 0 329,000 329,000 987,000 432,000 432,000 432,000 432,000 1,728,000 2,715,000

0 0 0 0 268,000 432,000 1,029,000 432,000 508,000 594,000 472,000 2,006,000 3,035,000

0 0 0 0 1,949,899 426,686 2,670,904 417,564 454,284 573,529 457,931 1,903,308 4,574,212

消耗品費、委託 消耗品費、委託 消耗品費、委託 消耗品費、委託 消耗品費、委託 消耗品費、委託
料 料 料 料 料 料

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 高齢者情報提供事業 平成　25　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

支えあい活動を効果的・効率的に実施するため、65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意し
た情報を社会福祉協議会及び町内会等へ提供する。

65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意した情報を社会福祉協議会、更には社会福祉協議会
を通じて希望する町内会・自治会へ紙の名簿により提供する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市社会福祉協議会、町内会及び自治会
町内会・自治会に情報を提供して支援が必要な高齢者の情報を関係者で共有することにより、地域における見守り活動
の効果的・効率的な推進が図られ、活動の活性化につながる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

支えあい活動を効果的・効率的に実施するため、65歳以上高齢者に係る住所、氏名、年齢、性別と本人が提供に同意した情報を、平成25年度より社会福祉協議会及び町内会等へ提供している。
財源を一般会計から介護保険特別会計　地域支援事業（任意事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 116,256

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 58,128

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 160,000

予算計上額 160,000

実　績　額 61,806

一 般 財 源 計　画　額 169,000

予算計上額 169,000

実　績　額 58,129

事 業 費 合 計 計　画　額 329,000

予算計上額 329,000

実　績　額 294,319

事業費予算の
内容

普通旅費、消耗
品費等、委託料

システム保守点
検委託料の増額
に伴う増

同額 システム保守点
検委託料の増額
に伴う増

システム保守点
検委託料の増額
に伴う増

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

経費の一部をを他の
事業に振り替えたこ
とによる減、3月補
正（支え合いﾈｯﾄﾜｰ
ｸ、地域高齢者見守
り事業と併せて）△
242千円

高齢者台帳シス
テム更新委託に
係る増
Ｈ26繰越明許
（地方創生）
1,695千円

経費の一部を他
の事業に振り替
えたことによる
減

消耗品費の一部
が未執行による
減

消耗品費の一部が
未執行による減
地域支援事業交付
金の補助対象事業
として予算計上し
ていたが、今般、
国・道より補助対
象外事業であると
指摘された。

消耗品費の一部
が未執行による
減
高齢者台帳シス
テム委託料の減
3月補正　△3千
円

消耗品費、旅費
の一部が未執行
による減
3月補正　△15
千円

システム保守点
検委託料の減額
に伴う減

旅費の一部未執
行による減



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 50 55 55 60 60 60

実績値 60 61 61 62 62 63

計画値 55 61 61 66 66 66

実績値 66 69 69 70 70 70

達成されている 達成されている

上がっている 上がっている

上がっている 上がっている

総合評価 良好である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

判断理由：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回ってお
り、提供する情
報は地域におけ
る見守り活動の
活性化につな
がっていること
から、良好と判
断した。

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

判断理由：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回ってお
り、提供する情
報は地域におけ
る見守り活動の
活性化につな
がっていること
から、良好と判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：情報を提供した町内会等数 指標の求め方：情報を提供した町内会等の数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：情報を提供した町内会等の割合 指標の求め方：情報を提供した町内会等の数／全町内会・自治会の数（90）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

50

54

成果指標１
（単位/％　）

55

60

H30：
情報を提供している町内会は横ばいであるが、提供する情報は地域における見守り活動の活性化に繋
がっていることから、現状のまま継続とした。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標、成果
指標とも計画値
を上回った。提
供する情報は地
域における見守
り活動の活性化
につながること
から、引き続き
利用を促してい
く必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
　情報を提供している町内会数も増えてきており、提供する情報は
地域における見守り活動の活性化につながっていることから、現状
のまま継続とした。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 72,000 72,000 72,000 72,000 288,000 288,000

0 72,000 72,540 144,540 72,000 71,000 0 0 143,000 287,540

0 28,828 27,237 185,734 34,175 0 0 0 34,175 219,909

0 0 36,000 36,000 36,000 36,000 144,000 144,000

0 36,000 36,270 72,270 36,000 35,000 0 0 71,000 143,270

0 14,414 13,618 92,866 17,087 0 0 0 17,087 109,953

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 100,000 520,000 40,000 40,000 40,000 40,000 160,000 680,000

0 40,000 40,920 500,920 40,000 42,000 0 0 82,000 582,920

0 15,364 84,301 19,278 0 0 0 19,278 103,579

0 106,000 206,000 727,000 38,000 38,000 38,000 38,000 152,000 879,000

0 38,000 36,270 489,270 38,000 38,000 166,000 169,000 411,000 900,270

0 14,414 13,621 323,663 17,090 18,190 11,252 12,882 59,414 383,077

0 0 0 0 206,000 206,000 1,247,000 186,000 186,000 186,000 186,000 744,000 1,991,000

0 0 0 0 186,000 186,000 1,207,000 186,000 186,000 166,000 169,000 707,000 1,914,000

0 0 0 0 57,656 69,840 686,564 87,630 18,190 11,252 12,882 129,954 816,518

講師謝礼、普通 講師謝礼、普通 講師謝礼、普通 講師謝礼、普通 講師謝礼、普通 講師謝礼、普通
旅費、消耗品費 旅費、消耗品費 旅費、消耗品費 旅費、消耗品費 旅費、消耗品費 旅費、消耗品費
等、通信運搬費 等、通信運搬費 等、通信運搬費 等、通信運搬費 等、通信運搬費 等、通信運搬費
会場借上料 会場借上料 会場借上料 会場借上料 会場借上料 会場借上料

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域高齢者見守り事業 平成　25　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

高齢化率の増加により一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加も予想されるが、町内会等によっては高齢化等によ
り地域コミュニティの希薄化が心配され、高齢者の見守りが十分に行えない状況も見受けられることから、町内会等、
民生委員、市及び地域包括支援センターが連携して、地域における高齢者の見守り体制の構築を図る。

町内会等、民生委員、市及び地域包括支援センターが連携を図り、高齢者情報提供事業（「65歳以上高齢者情報」）な
どを活用しながら支援が必要な高齢者及び現状の見守り頻度を把握し、地域の実情に応じた見守り体制を構築する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

65歳以上高齢者 地域における見守り体制を構築することにより、問題を早期に発見し効果的な支援につなげることができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成25年度より、町内会等、民生委員、市及び地域包括支援センターが連携して、地域における高齢者の見守り体制の構築を図ることを目的に事業を開始した。
財源を一般会計から介護保険特別会計　地域支援事業（任意事業）へ移行した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 129,669

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額 64,834

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 420,000

予算計上額 420,000

実　績　額 68,937

一 般 財 源 計　画　額 415,000

予算計上額 415,000

実　績　額 295,628

事 業 費 合 計 計　画　額 835,000

予算計上額 835,000

実　績　額 559,068

事業費予算の
内容

講師謝礼等、費
用弁償、消耗品
費等、通信運搬
費等、会場借上
料

前年度同額 前年度同額 前年度同額 会場借上料減額
による減前年度予算と

の比較
（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

事業費確定によ
る執行残、3月補
正（支え合いﾈｯﾄ
ﾜｰｸ、情報提供事
業と併せて）△
242千円

事業費確定によ
る執行残

事業内容見直し
による減

事業費確定によ
る執行残

会場借上料未執行に
よる減
地域支援事業交付金
の補助対象事業とし
て予算計上していた
が、今般、国・道よ
り補助対象外事業で
あると指摘された。

会場借上料及び
旅費の未執行に
よる減
3月補正　△23
千円

会場借上料及び
旅費の未執行に
よる減
3月補正　△23
千円

普通旅費の単価
増による増

事業費確定によ
る執行残
3月補正△60千
円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 90 90 90 90 90 90

実績値 0 2 87 0 30 0

計画値 90 90 90 90 90 90

実績値 90 89 89 89 89 89

あまり達成されていない 達成されている

変わらない 少し上がっている

変わらない 少し上がっている

総合評価 普通である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
すでに26年度中
に全ての町内会
等と見守り体制
の構築を図るた
めの協議を実施
したが、27年度
は支援が必要な
高齢者等を把握
する町内会等単
位の協議をせず
個別事案に係る
関係者協議しか
実施しなかった
ため、次年度以
降は各地域にお
ける協議を継続
して実施する必
要がある。

自己分析：
すでに26年度中
に全ての町内会
等と見守り体制
の構築を図るた
めの協議を実施
したが、28年度
は支援が必要な
高齢者等を把握
する町内会等単
位の協議が一部
実施にとどま
り、個別事案に
係る関係者協議
を主に実施し
た。次年度以降
は各地域におけ
る協議を継続し
て実施する必要
がある。

判断理由：
すでに全ての町
内会等と見守り
体制の構築を図
るための協議を
実施したが、27
年度は支援が必
要な高齢者等を
把握する町内会
等単位の協議で
はなく個別事案
に係る関係者協
議しか実施でき
なかったが、今
後は各地域にお
ける協議を継続
して実施する必
要があるため、
普通であると判
断した。

自己分析：
平成28年度から
実施している2
巡目となる見守
り体制の構築を
図るための協議
が当該年度の実
施により全ての
町内会等におい
て終了した。今
後も各地域にお
ける協議を継続
して実施する。

自己分析：
平成29年度中に
全ての町内会等
と2巡目となる
見守り体制の構
築を図るための
協議が終了した
ため、30年度は
協議を踏まえ、
情報把握が必要
とされた高齢者
への訪問・聞き
取りを重点的に
行った他、個別
事案に係る関係
者協議のみ実施
した。次年度以
降は各地域にお
ける協議を継続
して実施する必
要がある。

自己分析：
見守り体制の構
築を図るため、
全ての町内会等
の1/3にあたる
30町内会と協議
を計画的に実施
した。次年度以
降も各地域にお
ける協議につい
て継続して実施
する必要があ
る。

自己分析：
令和2年度にお
いても見守り体
制の構築を図る
ため、全ての町
内会等の1/3に
あたる30町内会
の協議を計画し
ていたが、実施
時期に新型コロ
ナウイルスが流
行し、対面での
協議について実
施を見送ってい
る。
次年度以降につ
いても、流行状
況を勘案し、感
染対策を講じた
中で継続して実
施する必要があ
る。

判断理由：
今後も各地域に
おける協議を継
続して実施する
必要があるが、
すでに平成29年
度中に全ての町
内会等と2巡目
となる見守り体
制の構築を図る
ための協議を終
了しており、良
好と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：現状把握ができた町内会等 指標の求め方：支援が必要な高齢者及び見守りの頻度が把握できた町内会等の数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：見守り体制の構築が図られた町内会等 指標の求め方：見守り体制の構築が図られた町内会等の数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

90

90

成果指標１
（単位/団体）

90

90

H30：
すでに全ての町内会等と2巡目となる見守り体制の構築を図るための協議を実施したが、30年度は協議
を踏まえ、情報把握が必要とされた高齢者への訪問・聞き取りを重点的に行った他、個別事案に係る関
係者協議のみ実施したが、今後は各地域における協議を継続して実施する必要があるため、現状のまま
継続と判断した。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
当該年度中に全
ての町内会等と
見守り体制の構
築を図るための
協議を実施し
た。今後も各地
域における協議
を継続して実施
する。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
すでに全ての町内会等と見守り体制の構築を図るための協議を実施
したが、27年度は支援が必要な高齢者等を把握する町内会等単位の
協議ではなく個別事案に係る関係者協議しか実施できなかったが、
今後は各地域における協議を継続して実施する必要があるため、現
状のまま継続と判断した。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 5,962,000 5,962,000 13,936,000 4,787,000 4,787,000 4,787,000 4,787,000 19,148,000 33,084,000

0 4,569,000 4,787,250 11,368,250 5,048,000 4,757,000 5,047,000 5,071,000 19,923,000 31,291,250

0 4,398,113 4,678,375 13,070,488 4,958,580 4,681,957 4,930,479 4,915,586 19,486,602 32,557,090

0 2,981,000 2,981,000 6,968,000 2,393,000 2,393,000 2,393,000 2,393,000 9,572,000 16,540,000

0 2,284,000 2,393,625 5,683,625 2,524,000 2,378,000 2,523,000 2,535,000 9,960,000 15,643,625

0 2,199,056 2,339,187 6,237,243 2,479,290 2,340,978 2,465,239 2,457,793 9,743,300 15,980,543

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 3,169,000 3,169,000 7,407,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 2,700,000 10,800,000 18,207,000

0 2,577,000 2,700,500 6,346,500 2,847,000 2,841,000 3,015,000 3,029,000 11,732,000 18,078,500

0 2,480,988 2,639,083 6,927,071 2,797,147 2,797,013 2,945,481 2,936,584 11,476,225 18,403,296

0 2,982,000 2,982,000 6,971,000 2,395,000 2,395,000 2,395,000 2,395,000 9,580,000 16,551,000

0 2,287,000 2,393,625 5,687,625 2,525,000 2,380,000 2,525,000 2,537,000 9,967,000 15,654,625

0 2,199,056 2,339,189 6,240,818 2,479,291 2,340,980 2,465,242 2,457,793 9,743,306 15,984,124

0 0 0 0 15,094,000 15,094,000 35,282,000 12,275,000 12,275,000 12,275,000 12,275,000 49,100,000 84,382,000

0 0 0 0 11,717,000 12,275,000 29,086,000 12,944,000 12,356,000 13,110,000 13,172,000 51,582,000 80,668,000

0 0 0 0 11,277,213 11,995,834 32,475,620 12,714,308 12,160,928 12,806,441 12,767,756 50,449,433 82,925,053

委託料、需要費、 委託料、需要費、 委託料、需要費、 委託料、需要費、 委託料、需要費、委託料、需要費、
使用料及び賃借料、 使用料及び賃借料、 使用料及び賃借料、 使用料及び賃借料、 使用料及び賃借料、使用料及び賃借料、
役務費 役務費 役務費 役務費 役務費 役務費

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 認知症高齢者支援事業 平成　22　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

今後も増加が見込まれる認知症高齢者及び家族が、できる限り住み慣れた地域で安心して生活することができる支援体
制を構築する。

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、関係機関による支援ネットワークを強化するとともに、認知
症が疑われる高齢者及び家族に対し支援を行う。あわせて、市民に向けた啓発活動を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

認知症高齢者及び家族。 認知症高齢者及び家族が住み慣れた地域で安心して生活することができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

高齢化の進行に伴い増加が見込まれる認知症高齢者及び家族に対する支援を推進するため、地域包括支援センターに、平成22年度に認知症連携担当者、平成23年度からは認知症地域支援推進員の名称で担当者を配置している。
平成22年度から25年度までは国庫補助事業を活用し、平成26年度からは地域支援事業に移行している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 2,012,000

予算計上額 2,012,000

実　績　額 3,994,000

道 費 計　画　額 1,006,000

予算計上額 1,006,000

実　績　額 1,699,000

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額 1,069,000

予算計上額 1,069,000

実　績　額 1,807,000

一 般 財 源 計　画　額 1,007,000

予算計上額 1,007,000

実　績　額 1,702,573

事 業 費 合 計 計　画　額 5,094,000

予算計上額 5,094,000

実　績　額 9,202,573

事業費予算の
内容

委託料、報償費、
需用費、旅費

認知症支援担当
者１名が臨時職
員から正規職員
になったことに
よる増

認知症初期集中
支援事業におい
て新たに作業療
法士１名を配置
したことによる
増

認知症地域支援
業務委託料にお
ける人件費の見
直しによる減

認知症初期集中
支援チーム業務
委託料及び認知
症地域支援業務
委託料における
人件費の見直し
による増

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

６月補正：認知
症初期集中支援
推進事業4,182
千円
９月補正：市民
後見後見人推進
事業　596千円

認知症カフェ及
び認知症サポー
ター養成講座に
係る会場使用料
の未執行による
減
3月補正　△140
千円

認知症初期集中
支援事業、認知
症ケア向上推進
事業、認知症サ
ポーター養成講
座の実施による
増

認知症初期集中
支援事業におけ
る委員報償及び
委託料等と認知
症カフェ及び認
知症サポーター
養成講座に係る
会場使用料の未
執行等による減
3月補正　△177
千円

認知症初期集中
支援事業におけ
る委員報償、費
用弁償及び委託
料等と認知症カ
フェ及び認知症
サポーター養成
講座に係る会場
使用料の未執行
等による減
3月補正　△115
千円

認知症初期集中
支援事業におけ
る委託料等と認
知症地域支援業
務委託料、認知
症カフェ及び認
知症サポーター
養成講座に係る
会場使用料の未
執行等による減
3月補正　△224
千円

認知症初期集中
支援事業におけ
る委員報償及び
委託料等と認知
症カフェ及び認
知症サポーター
養成講座に係る
会場使用料の未
執行等による減
3月補正　△290
千円

認知症初期集中
支援チーム業務
委託料及び認知
症地域支援業務
委託料における
人件費の見直し
による増

認知症カフェ及
び認知症サポー
ター養成講座に
係る会場使用料
の未執行等によ
る減
3月補正　△74
千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1 1 1 1

計画値 300 300 300 300 300 300

実績値 281 523 533 374 217 122

達成されている 達成されている

変わらない 変わらない

変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数もは計画
数値を若干下
回っているが、
認知症高齢者や
家族への支援に
繋がっている。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数も計画数
値を大幅に上
回っており、認
知症高齢者や家
族への支援に繋
がっている。

判断理由：
計画どおり認知
症高齢者や家族
への支援に繋
がっているた
め、良好である
と判断した。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数も計画数
値を大幅に上
回っており、認
知症高齢者や家
族への支援等に
繋がっている。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数も計画数
値を上回ってお
り、認知症高齢
者や家族への支
援等に繋がって
いる。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れた。認知症相
談件数は計画数
値を下回ってい
るものの、認知
症高齢者や家族
への支援等に繋
がっている。

判断理由：
計画どおり認知
症高齢者や家族
への支援に繋
がっているた
め、良好である
と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：認知症地域支援推進員数 指標の求め方：認知症地域支援推進員数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：認知症相談件数 指標の求め方：認知症相談件数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1

1

成果指標１
（単位/件　）

300

312

H30：
計画どおり認知症高齢者や家族への支援に繋がっており、今後も必要な事業であるため現状のまま継続
とした。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
計画どおり認知
症地域支援推進
員を１名配置
し、関係機関に
よる支援ネット
ワークが強化さ
れたことに加
え、認知症相談
件数も計画数値
を上回ってお
り、認知症高齢
者や家族への支
援に繋がってい
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
計画どおり認知症高齢者や家族への支援に繋がっており、今後も必
要な事業であるため現状のまま継続とした。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 3,000,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000 14,880,000 14,880,000

0 0 3,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 9,000,000 9,000,000

0 0 1,500,000 606,000 7,000 1,815,000 3,928,000 3,928,000

0 0 0 0 0 0 0 3,000,000 3,960,000 3,960,000 3,960,000 14,880,000 14,880,000

0 0 0 0 0 0 0 3,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 9,000,000 9,000,000

0 0 0 0 0 0 0 1,500,000 606,000 7,000 1,815,000 3,928,000 3,928,000

負担金補助及び 負担金補助及び 負担金補助及び 負担金補助及び
交付金 交付金 交付金 交付金
20,000円×50件 20,000円×20件 20,000円×20件 20,000円×20件
40,000円×50件 40,000円×40件 40,000円×40件 40,000円×40件

申請数が見込み
より下回ったこ
とによる減

申請数が見込み
より下回ったこ
とによる減

申請数が見込み
より下回ったこ
とによる減

申請数が見込み
より下回ったこ
とによる減

同額

実績との比較
（増減理由）

申請見込件数の
減による減額

同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

　全国的に高齢者を中心に雪下ろし等の事故が多発している状況から、事故の未然防止を図るとともに除雪サービス事業と併せ、冬期間の快適な住環境を確保する。（27年度6月補正）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

冬期間において除雪労力の確保が困難な高齢者世帯等に対し、屋根の雪下ろし等の作業を事業者に委託した場合、その
費用の一部を助成することで、危険な作業による事故の防止と安心な在宅生活の確保を図る。

本人（市内に住民票を有し一戸建てに居住する者）の申請行為により実施。本人には委託先事業者を選定してもらい、事業者は作業報告書等、本人
同意に基づく完了届を市に提出し、それらの確認をもって本人若しくは事業者に対し助成金を支出する。◇申請回数：同一年度内２回まで。　◇助
成金額（１回分）：作業費用額の1/2以内とし、屋根の雪下ろし及び塞がれた窓の除雪作業のみの場合は20,000円を、その作業に排雪作業も伴う場合
は40,000円を上限とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

おおむね70歳以上の高齢者世帯又は重度身体障害者世帯（身体障害者手帳１級又は２級の手帳を有する世帯）で、自力
で除雪することが困難な世帯。

冬期間の除雪作業による事故防止と地域で安心して暮らせるよう在宅支援が図られ、加えて居宅保全にも繋がる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 屋根雪下ろし等費用助成事業 平成　27　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3,000 3,960 3,960 3,960

実績値 1,500 606 7 1,815

計画値 132 132 132 132

実績値 85 36 1 92

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
助成費用額や利
用件数は計画値
を下回っている
が、高齢者の危
険な作業による
事故の防止と安
心な在宅生活の
確保を図るため
に必要な事業で
あると判断して
いることから、
今後も引き続き
事業の周知を図
り普及に努めて
いく必要があ
る。

自己分析：
助成費用額や利
用件数は計画値
を下回っている
が、高齢者の危
険な作業による
事故の防止と安
心な在宅生活の
確保を図るため
に必要な事業で
あると判断して
いることから、
今後も引き続き
事業の周知を図
り普及に努めて
いく必要があ
る。

自己分析：
少雪により助成
費用額や利用件
数は計画値を大
幅に下回ってい
るが、高齢者の
危険な作業によ
る事故の防止と
安心な在宅生活
の確保を図るた
めに必要な事業
であると判断し
ていることか
ら、今後も引き
続き事業の周知
を図り普及に努
めていく必要が
ある。

自己分析：
本年度は目標値
は下回ったが、
大雪となり前年
度より大幅な増
となった。事業
の周知が図られ
てきおり、高齢
者の冬期間の安
心した在宅生活
の確保と事故防
止に効果があっ
たと判断してい
る。今後も引き
続き事業の周知
を図り普及に努
めていく必要が
ある。

判断理由：
事業期間中の降
雪量次第で利用
件数が変動する
ため、助成額・
件数が計画値を
下回ることもあ
るが、高齢者の
危険な作業によ
る事故の防止と
安心な在宅生活
の確保に繋がっ
ていることか
ら、良好である
と判断する。

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
高齢者の危険な作業による事故の防止と安心な在宅生活の確保に繋がる事業であり、高齢者世帯の増加
に伴い、今後も事業の必要性がさらに増していくと考えられることから、現状のまま継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

成果指標１
（単位/件　）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用件数 指標の求め方：利用件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成費用額 指標の求め方：助成費用額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 403,000 403,000 403,000 403,000 1,612,000 1,612,000

0 0 403,000 403,000 410,000 439,000 1,655,000 1,655,000

0 0 217,242 144,828 79,002 0 441,072 441,072

0 0 0 0 0 0 0 403,000 403,000 403,000 403,000 1,612,000 1,612,000

0 0 0 0 0 0 0 403,000 403,000 410,000 439,000 1,655,000 1,655,000

0 0 0 0 0 0 0 217,242 144,828 79,002 0 441,072 441,072

補助金 補助金 補助金 補助金
80,460円×5名 80,460円×5名 81,950円×5名 87,780×5名

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 介護人材育成支援事業 平成　26　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 介護福祉課高齢者支援係

目的
(何のために実施する
のか）

地域住民が安心して老後を迎えられるよう、第一種社会福祉事業（特別養護老人ホーム・軽費老人ホーム）の適性かつ
安定な運営に寄与することを目的として、慢性的に不足傾向にある介護職員の人材確保と介護技術水準の維持・向上を
図るため必要な支援を行う。

介護職員初任者研修の受講料を全額助成

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内で老人福祉法に基づく第一種社会福祉事業を展開する社会福祉法人
介護技術の取得を促進することで入所者に対する適切なケアが図られると共に、介護人材の確保と安定した事業運営が
見込まれる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

全国的に介護職員の人材不足の傾向がある中、市内事業所においても資格取得費用の負担が重荷となり、一定の人員の確保と高い介護技術の水準の維持が難しい状況にあった。
このため、介護人材の確保による安定した介護福祉事業の展開はもとより、市内での新規雇用を促進する上で支援は必要な措置と判断した。
なお、本事業は平成26年度から実施しており、一定の成果が得られている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

同額 消費税増税見込
分による増

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

申請見込数の減 申請見込数の減 申請見込者数の
減

要件見直しに伴
う減

受講料の変更に
よる増



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 5 5 5 5

実績値 5 5 5 0

計画値 5 5 5 5

実績値 3 2 1 0

達成されている

あまり上がってい
ない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
研修修了者数は
計画値を下回っ
たが、受講料を
補助することで
受講者の介護技
術の取得が促進
され、入所者に
対する適切なケ
アや介護人材の
確保と安定した
事業運営につな
がっていること
から、必要な事
業と判断してい
る。

自己分析：
研修修了者数は
計画値を下回っ
たが、受講料を
補助することで
受講者の介護技
術の取得が促進
され、入所者に
対する適切なケ
アや介護人材の
確保と安定した
事業運営につな
がっていること
から、必要な事
業と判断してい
る。

自己分析：
研修修了者数は
計画値を下回っ
たが、受講料を
補助することで
受講者の介護技
術の取得が促進
され、入所者に
対する適切なケ
アや介護人材の
確保と安定した
事業運営につな
がっていること
から、必要な事
業と判断してい
る。

自己分析：
令和２年度か
ら、研修受講
後、引き続き１
年以上就労した
場合につき、補
助要件の対象と
したことから、
２年度の実績は
０となったが、
令和３年度以降
については、初
任者研修のほ
か、介護福祉士
実務者研修につ
いても補助対象
としており、介
護人材の確保に
努めている。

判断理由：
介護職員初任者
研修受講料を補
助することで受
講者の介護技術
の取得が促進さ
れ、入所者に対
する適切なケア
や介護人材の確
保と安定した事
業運営につな
がっていると判
断し、「良好で
ある」とした。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：受講者見込数 指標の求め方：対象事業所への聞き取り

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：研修修了者（資格取得者）数 指標の求め方：対象事業所からの補助申請

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

成果指標１
（単位/人　）

H30：
介護職員初任者研修受講料を補助することで受講者の介護技術取得が促進され、入所者に対する適切な
ケアや介護人材の確保と安定した事業運営につながっていることから必要な事業と判断し、現状のまま
継続とした。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2 －1 －1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

一 般 財 源

事 業 費 合 計 計　画　額 0

実　績　額

予算計上額

事業費予算の
内容

実　績　額 0

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成6年地域で認知症が増え始め、行き場のない患者や家族への支援を強化するため、保健事業として「若葉の会」を開始。（認知症者本人にはデイサービス的な事業として、家族には家族交流会や学習会を行う事象として実施）。
平成12年介護保険法がスタートし、認知症者にも徐々に介護保険サービスの利用が拡大したため、デイサービス的な事業は終了とし、家族交流会・学習会を継続してきた。
その中で保健事業として事業継続するよりも、自主組織である家族会として活動することのメリットを考え平成19年3月に認知症を抱える家族会を設立。以後、家族会の運営や交流事業等への支援を行ってきている。
平成18年地域支援事業が創設され、市町村の任意事業に位置付け継続している。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

計　画　額

計　画　額

予算計上額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第４年次

第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施３カ年
合　　　計

家族会が主催する月１回の交流会へアドバイザーとして介入する。また、役員会等を通して、家族会の運営や研修会の
企画・実施、地域への啓発など主体的な活動へ展開できるよう支援する。
関係機関と連携し、新規ケースの把握につとめ、家族会につなぐ。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 認知症を抱える家族の会支援事業 平成　19　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市認知症を抱える家族の会
家族会の活動が主体的に発展していくことで、地域での認知症への理解が広がり、潜在しているケースも発掘しやすく
なる。また、家族介護の経験が次の認知症介護へ活かされ、互いに支えあう地域づくりにつながっていく。

事業性質区分 新規・継続 2－1－3 ふれあいセンター保健予防係

第１次実施３カ年計画

認知症を抱える家族が交流を通じて、認知症への理解を深め、家族の精神的な支援を行なうことで、介護負担の軽減を
図るとともに、地域における認知症への理解促進と、偏見のない介護しやすい地域づくりを目指す。

予算計上額

予算計上額

実施３カ年
合　　　計

実　績　額

計　画　額

計　画　額

国 費

道 費

実　績　額

予算計上額

そ の 他

実　績　額

予算計上額

地 方 債

実　績　額

計　画　額

0



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 12 12 12 18 18 18 18 18 24

実績値 12 12 12 17 17 18 18 18 14

計画値 120 120 120 140 160 160 180 180 200

実績値 110 113 114 109 112 112 124 133 131

達成されている ほぼ達成されている 達成されている

少し上がっている 変わらない 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
H23年度は全国
組織にも加入
し、道や中空知
支部などとつな
がりを持ちなが
ら積極的に活動
を展開してい
る。定例の交流
会の他にも学習
会を開催した
り、街頭啓発や
看護学校へ出向
いて認知症介護
の実習協力を行
うなど活動が広
がっている。た
だ、交流会への
新規参加が増え
ていかないな
ど、関係機関と
の連携が課題で
ある。

自己分析：
新規参加者が6
名いた。賛助会
員や啓発活動を
通して少しずつ
ではあるが会の
存在が認識され
てきている。会
の存在を知りつ
つも参加まで10
年の期間を要し
た方もおり、蓄
積した疲労状態
や偏見の恐れか
ら、参加しにく
さはあるようで
ある。しかし、
参加してみる
と、『皆苦悩や
苦労があるのに
明るい、経験談
や工夫が参考に
なる、ほっとす
る』等々癒しの
場となり、仲間
意識が生まれ、
介護負担軽減の
場となってい
る。

自己分析：
自主組織として7
年が経過し、全
国や全道の上部
組織とつながり
ながら主体的に
活動を進めてい
る。H25年度は、
地域包括支援セン
ターやケアマネか
らの紹介で新規参
加者が8名おり少
しずつではあるが
増加している。し
かし、地域にはま
だまだ認知症介護
で苦悩している介
護者が潜在してい
ることも予測され、
相談しやすい場づ
くりについて検討
していくことも必要
である。
男性介護者の増
加や介護者の高
齢化も進んでお
り、地域の支えが
益々重要となる
し、介護者自身の
健康管理も考えて
いく必要がある。

判断理由：
認知症への理解
や介護家族への
支援が益々重要
となるなか、家
族会事業として
家族同士の交流
会や学習会など
自主的に事業展
開できており、
また、会員数も
増加傾向にある
ことから良好で
あると判断し
た。

自己分析：
H27年度は交流
会に加え茶話会
を5回新たに実
施し回数の増に
つながった。新
規参加者は3名
でうち1名は賛
助会員、2名は
ケアマネからの
紹介であった。
少しずつではあ
るが会の活動が
認識されてきて
いると思われ
る。
交流会・茶話会
の他にも関係機
関と協働で認知
症カフェを4回
実施、各種研修
会への参加、会
報の発行、地域
啓発活動等自主
組織として主体
的に活動が展開
されている。

自己分析：
H28年度は、昨
年同様、交流会
12回、茶話会5
回を継続実施さ
れている。新規
参加者も3名お
り、2名はケア
マネ、1名は包
括支援センター
からの紹介で
あった。会の活
動の場も少しず
つ増え、定着さ
れてきていると
考えられる。
H29年度は、自
主組織となって
10周年を迎える
ことから、家族
会がより自主的
な活動へと発展
していけるよう
今後も必要時支
援していく。

判断理由：
認知症対策の一
環として家族会
の活動は欠かせ
ないものであ
り、地域包括支
援センター、介
護福祉課、社会
福祉協議会、認
知症疾患セン
ター等様々な機
関と連携を図り
ながら自主的に
活動を展開して
いることから良
好であると判断
した。

自己分析：
H29年度は、関
係団体や近隣の
家族会の参加を
得ながら、10周
年記念式典が行
われ、改めて会
の役割や重要性
を再認識するこ
とができた。
茶話会や認知症
カフェへの協
力、交流会、慰
労会と、自主的
活動も展開され
ており、今後も
関係機関と連携
し、必要時支援
していく。

自己分析：
ケアマネや広報
周知、会員の自
主的な活動を通
して、新規の方
が3人増えた。
会員自らが、家
族会の必要性を
認め、少しずつ
交流会参加者が
増加し、活動の
幅も広がってき
ている。

自己分析：
自主組織として
役員を中心に自
主活動が充実
し、介護者間の
精神的支援の成
果は大きい。認
知症カフェなど
への協力もあ
り、市の認知症
施策の一助と
なっている。今
後も関係機関と
連携し、必要に
応じた支援を
行っていく。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症拡大
防止のため、交
流会の開催を中
止したため実績
値は大幅に減少
した。交流会の
中止中に役員が
会員の近況を伺
う支援を継続し
ていた。役員と
共に感染対策を
検討し、交流会
を再開した。こ
の経過の中で、
交流会が精神的
負担の軽減に欠
かせないことを
全員が実感し、
会員間の絆も深
まった。今後も
会の意向に沿っ
て関係機関と連
携し、必要に応
じた支援を行っ
ていく。

判断理由：
認知症対策の一
環として家族会
の活動は欠かせ
ないものであ
り、地域包括支
援センター、介
護福祉課、社会
福祉協議会、認
知症疾患医療セ
ンター等様々な
機関と連携を図
りながら自主的
に活動を展開し
ていることから
良好であると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
家族会は、認知症対策として大切な社会資源の一つである。市民と
行政、関係機関が協働で実施している事業でもあり、それぞれの役
割を確認しながら今後も継続していく必要がある。

H28：
家族会は、認知症対策として大切な社会資源の一つである。市民と
行政、関係機関が協働で実施している事業でもあり、交流会には地
域包括支援センターの認知症地域支援推進員が毎回参加している。
それぞれの役割を確認し分担しながら今後も継続していく必要があ
る。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
家族会は、認知症対策として大切な社会資源の一つである。市民と行政、関係機関が協働で実施してい
る事業でもあり、交流会には地域包括支援センターの認知症地域支援推進員が毎回参加している。それ
ぞれの役割を確認し分担しながら今後も継続していく必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
自主組織として8
年が経過し、全
国・全道・空知支
部組織とつながり
を持ちながら主体
的に活動を進めて
いる。
交流会新規参加
者は6名おり、うち
3名は町内会役員
で、見守り支えあ
い活動の一助に
なるよう地域づくり
を意識した参加で
あった。このような
町内会が増えると
地域で介護しやす
くなると会員から
も期待が寄せられ
ている。
今年度は、新たな
活動として、地域
包括支援センター
や介護福祉課と
の協働で認知症
カフェを実施し、こ
こから交流会へつ
ながった人もい
た。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

12

12

成果指標１
（単位/人　）

140

109

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：家族交流会開催回数 指標の求め方：家族会主催の家族交流会開催回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：家族会会員数 指標の求め方：認知症を抱える家族会に賛同する会員数


